〈産地生産基盤パワーアップ事業　収益性向上対策〉
事業要件

事業要望を検討の際は、以下の表で具体的な要件や注意事項をご確認ください。
	
	具体的な要件・注意事項

	成果目標
	・農業機械の導入や施設整備により、生産量や販売額が増加することを証明できること。
※成果目標は現状値から増加または生産コストは削減する目標の設定が必要となります。

	対象者
(取組主体)
	・原則、産地一体となって複数の農業者で取り組むこと。
・産地全体で品目ごとの面積要件（稲50ha/大豆20ha等）を満たしていること。
・青色申告をしている農業者であること。
・既事業実施者が新たに事業実施する場合、前回の取組主体計画に定められた成果目標を達成していること。

	事業内容
	・機械や施設の単純更新は補助対象外となります。
・過剰な施設投資等は補助対象外となります。
・農業機械等をリース導入又は購入する場合、機械一式で税抜50万円以下のものは補助対象外となります。
・農業機械等を購入する場合、費用対効果に優れ一定の基準を上回ること。
・3社以上の競争見積りにより納品業者を選定すること。

	補助金の　交付
	・補助金の交付には、年度内に事業の完了が必要となります。
・年度内に事業を完了できなかった場合、補助金の交付ができなくなります。
・農業機械等をリース導入する場合、補助金はリース業者へ交付されます。

	その他
	・事業完了後に施設等の改修を行う場合、事前に国の許可が必要となります。
・会計検査院による、会計検査の対象です。検査対象となった場合は、関係書類の提出や立ち合いなどにご協力いただきます。
・同品目の産地パワーアップ計画が既に存在する産地においては（目標年度到達前であっても）、既存計画の目標達成が必要です。




